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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移

については、記載しておりません。 
２ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 
３ 「持分法を適用した場合の投資利益」については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
４ 第135期中・第135期及び第137期中の「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」は中間(当期)純損失
のため、また、第136期中以降については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第135期中 第136期中 第137期中 第135期 第136期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 3,824 3,214 3,448 8,890 8,916

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) △245 △226 △502 58 63

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(百万円) △854 248 △12,126 △754 846

持分法を適用した場合 
の投資利益

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 3,801 3,801 3,801 3,801 3,801

発行済株式総数 (千株) 43,522 43,522 43,522 43,522 43,522

純資産額 (百万円) 3,868 4,127 △7,391 3,869 4,727

総資産額 (百万円) 23,206 21,463 11,576 24,730 23,115

１株当たり純資産額 (円) 88.95 94.95 △170.11 89.01 108.78

１株当たり中間(当期)
純利益又は１株当たり
中間(当期)純損失(△)

(円) △19.65 5.72 △279.08 △17.36 19.48

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 0 0 0 0 0

自己資本比率 (％) 16.7 19.2 △63.8 15.6 20.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 968 384 10 1,705 △477

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 465 687 △12 866 1,271

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,358 △3,201 △315 △344 △2,717

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 462 486 373 2,615 691

従業員数 (名) 203 201 196 202 200



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数で表示しており、使用人兼務取締役(１名)および執行役員(４名)は含まれておりませ

ん。 

  

(2) 労働組合の状況 

労使関係については特に記載すべき事項はありません。 

  

  

  

従業員数(名) 196



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期におけるわが国経済は、企業収益が改善し設備投資は増加しており、また個人消費も緩やか

に増加していることから、景気は緩やかに回復基調を辿っております。 

当業界におきましては、平成17年度の公共投資関連予算は、前年度比4.0％減少していることに加

え、雇用や民間需要の拡大に資する分野へ重点化されており、７月、８月の公共工事請負金額は前年を

下回るなど、基調としては減少傾向にあります。 

また、今般の鋼鉄製橋梁工事の入札談合問題により、発注量が激減するなど、当社を取り巻く環境は

極めて厳しい状況にあります。 

このような状況において、当社として受注獲得に全力を尽くしましたが、独占禁止法違反による指名

停止措置の影響に加え、前期に首都高速道路公団から受注しました高速川崎縦貫線ＫＪ１２５工区（請

負金額744百万円）が工事中止による契約解除となったこともあり、橋梁の受注高につきましては11百

万円（前中間期比99.7％減）、総体として39百万円（前中間期比99.1％減）となりました。 

完成工事高につきましては、新規受注は極めて僅少であったものの、前期末の受注残工事の生産によ

り、橋梁で3,423百万円（前中間期比6.9％増）、総体として3,448百万円（前中間期比7.3％増）となり

ました。 

損益面につきましては、製造コストを主体にコスト削減に努めましたが、低採算の民間工事が増加し

たこと等により経常損失502百万円（前中間期は経常損失226百万円）を計上いたしました。特別損益に

つきましては、今回の橋梁談合問題で指名停止措置を受けたこと等による経営環境の悪化により、当社

の製作拠点である市川事業所及び八街製品ヤードについて6,975百万円の減損損失を計上したことに加

え、売却予定資産の減損損失、談合問題に関する訴訟等損失引当金の計上等もあり、中間純損失は

12,126百万円(前中間期は中間純利益248百万円)となりました。その結果、当中間期末の資本勘定は

7,391百万円の債務超過となりました。 

なお、今般の橋梁談合問題により、株主、お客様をはじめ関係各位には、多大なご心配とご迷惑をお

かけいたしましたことを、ここに改めて深くお詫び申し上げます。 
  
(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）残高は、前期末に比べ317百万円

減少し373百万円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は次のとおりであります。 
  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果増加した資金は10百万円（前中間期は384百万円の増加）となりました。これは主

に、未成工事支出金等の増加額456百万円、仕入債務の減少額643百万円等による資金の減少があった

ものの、売上債権等の減少額1,187百万円等により資金が増加したことによるものであります。 
  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果減少した資金は12百万円（前中間期は687百万円の増加）となりました。これは主

に、投資事業組合からの分配金14百万円等の資金の増加と、固定資産の取得26百万円による資金の減

少によるものであります。 
  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果減少した資金は315百万円（前中間期は3,201百万円の減少）となりました。これは

主に、現金及び現金同等物の期首残高691百万円等により営業活動資金等を返済したことによるもの

であります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 生産高は、契約価格を技術的に測定した実際工事量の出来高を示しており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は契約価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記受注高には、首都高速道路公団より受注したＫＪ125工区の取消分△744百万円が含まれております。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 生産高(百万円) 前年同期比(％)

橋梁 3,852 ＋7.5

その他 26 ＋98.2

合計 3,878 ＋7.9

事業部門 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

橋梁 11 △99.7 6,529 △34.5

その他 27 ＋105.0 1 ―

合計 39 △99.1 6,531 △34.5

事業部門 販売高(百万円) 前年同期比(％)

橋梁 3,423 ＋6.9

その他 25 ＋91.0

合計 3,448 ＋7.3

相手先
前中間会計期間

相手先
当中間会計期間

販売高 
(百万円)

割合(％)
販売高 
(百万円)

割合(％)

日本道路公団 926 28.8 国土交通省 1,289 37.4

国土交通省 713 22.2 日本道路公団 707 20.5

名古屋高速道路公社 325 10.1



３ 【対処すべき課題】 

当社は、平成15年度から「収益基盤の強化」と「有利子負債の圧縮」を柱とする第２次経営改善計画に

取り組んできており、当期で本計画の最終年度を迎えております。この間、各種のコスト削減や不動産売

却など、継続的かつ大幅なリストラ策を実施し事業の合理化を進めてまいりましたが、減収減益傾向の中

で、借入金の大幅な削減には至らず、前期末でも借入金は年商の1.5倍を超えるという過剰債務の状況に

あります。 

さらに、今般橋梁談合問題が発生し、当業界は過去最大といっても過言ではない大きな転換期を迎えて

おります。今後は受注競争が激化すると予想される中で、当社においても受注確保の見込みが一層困難に

なっているのが実情であり、来期業績も厳しい状況が続くと想定せざるを得ません。 

加えて、今回の橋梁談合問題により、今後課徴金等を課される見込みであります。 

また、こうした経営環境の悪化等により、当社の製作拠点である市川事業所及び八街製品ヤードについ

て多大な減損損失を計上し、財務基盤が一段と毀損されることになりました。 

こうした厳しい経営環境において、企業としての運営を継続していくための強固な収益基盤の確立と、

財務体質の抜本的な改善を図るため、平成17年11月16日、「私的整理に関するガイドライン」に基づく

「事業再生計画」を策定いたしました。 

  

「事業再生計画」の骨子は下記の通りであります。 

  

(1) 基本方針 

① 利益計画達成の実現性を高めるべく、営業戦略の方向転換により総コストを大幅に圧縮し、損益

分岐点の引き下げを図ります。 

② 必要受注量のハードルを引き下げるとともに、コスト競争力において競合他社との差別化を実現

し、必要受注量の確保を目指します。 

(2) 経営組織の再編とコスト削減 

① 本社を市川事業所に移転するとともに、現在の営業拠点を集約することにより、営業部門、本社

管理部門の大幅な人員削減を行い、人件費や賃借料等の一般管理販売費の大幅な圧縮を実現しま

す。 

② 受注工事の施工地域を限定することにより、輸送費、現場経費の削減を実現します。 

③ 受注工事規模を大型化し、工事件数の減少を図ることにより、設計、製造、工事担当者数の削減

を行い、人件費等の経費削減を実現します。 

(3) 財務体質の健全化及び債権放棄等の要請 

① 事業再生計画を着実に実行し、借入金の削減を進めていくとともに、本社、社員寮・社宅の全

て、その他の不要資産を売却、資金化して、借入金を圧縮します。 

② 取引金融機関に対して総額89億円の債権放棄を要請します。この要請に応諾いただければ、今期

末に見込まれております約88億円の債務超過が解消されることになります。 

③ 第三者割当増資を実施することにより、資本の増強を図ります。 

  

なお、当社は今般の独占禁止法違反による起訴並びに排除勧告という事態に至ったことを極めて重大か

つ厳粛に受け止めており、信頼の早期回復に向け、全社をあげて法令遵守の徹底及び内部管理体制の強化

に取り組んでおります。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社においては、主要製品である鋼橋の設計、製作、架設、維持管理に至る橋梁のライフサイクル全体

のコストパフォーマンスを念頭に置いて研究開発を推進しております。 

当中間会計期間における研究開発費は17百万円となりました。 

  

研究開発活動の具体的な内容については以下のとおりであります。 

  

(1) 設計 

設計に関しましては、隅肉溶接の削減を目的とした「厚板に対する隅肉の設計法」で、得られた研究

成果を溶接学会論文集に発表し設計手法の提案を行いました。追加試験も実施し、更に信頼性の高い提

案を予定しております。 

  

(2) 製作 

製作に関しましては、溶接作業の効率化に向けた「大入熱溶接の橋梁への適用に関する調査研究」を

大学と共同で行いました。試験結果のまとめが完了いたしましたので研究成果を発表する予定でありま

す。 

また、継手構造の簡素化を目的とした外部委員会での「太径ボルトの研究」に参加し、すべり耐力試

験の研究成果が得られ論文として投稿をいたしましたが、その応用として継手合理化の論文も投稿いた

しました。 

  

(3) 維持管理 

「橋梁振動計測による健全度評価」を大学と共同で取り組み、調査・診断の新技術として国土交通省

の国道事務所にプレゼンテーションを行いました。 

  

(4) 環境との調和 

環境との調和に関しましては、特許を取得した「車両走行による鋼橋の低周波振動の低減装置」につ

いて、実橋でのデータ収集による検証と性能向上のための実験を今後も継続してまいります。 

  

(5) 短期間立体交差施工技術 

大都市圏の深刻な交通渋滞を緩和するために、当社は交差点立体交差化工事の短期間施工法

「RAINBOW（レインボー）工法」を㈱間組と共同で開発し、平成15年５月発表いたしました。上下部工

のジョイント構造の実用化に着目し両社共同で技術開発をスタートし、ジョイント構造に関して概略設

計とＦＥＭ解析を終了いたしました。今後も埼玉大学睦好教授の指導の下、各種の解析及び実験を実施

してまいります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社は、平成17年11月16日に「私的整理に関するガイドライン」に基づく「事業再生計画」を策定いた

しました。これにより、新たに以下の資産を売却する予定であります。 

  

 
  

事業所名 
（所在地）

期末帳簿価額（百万円）

土地（面積㎡） 建物等 計

八千代社宅 
（千葉県八千代市）

8
（988.00）

53 62

大阪千里社宅 
（大阪府吹田市）

6
（207.00）

1 7

船橋社宅 
（千葉県船橋市）

1
（3.36）

2 4

佐倉寮 
（千葉県佐倉市）

60
（1203.48）

26 86

八街寮 
（千葉県八街市）

23
（1647.90）

8 31



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 43,522,335 43,522,335
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 43,522,335 43,522,335 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年９月30日 ― 43,522 ― 3,801 ― 709



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株(議決権11個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式287株が含まれております。 
  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

川岸工業株式会社 東京都港区東新橋１丁目２番13号 14,508 33.33

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 1,749 4.01

サクラダ取引先持株会 千葉県千葉市美浜区中瀬１丁目３番地 1,523 3.49

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,523 3.49

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 1,440 3.30

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 989 2.27

新日本製鐵株式會社 東京都千代田区大手町２丁目６番３号 675 1.55

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 633 1.45

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 600 1.37

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町２丁目２番３号 575 1.32

計 ― 24,216 55.64

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) (自己保有株式) ―
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式普通株式 74,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 43,016,000 43,016 同上

単元未満株式 普通株式 432,335 ― 同上

発行済株式総数 43,522,335 ― ―

総株主の議決権 ― 43,016 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社サクラダ

千葉県千葉市美浜区 
中瀬１丁目３番地

74,000 ― 74,000 0.1

計 ― 74,000 ― 74,000 0.1



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

(1) 退任役員 

 
  

(2) 役職の異動 

 
  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 214 192 171 190 203 190

最低(円) 175 158 165 163 162 175

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役社長（代表取締役） 
執行役員

営業本部長 櫻 田   優
平成17年10月15日 
（逝去による）

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役専務兼社長代行 
専務執行役員 
企画部・総務部・経理部・
品質保証部担当、監査室長

常務取締役社長代行 
常務執行役員 
企画部・総務部・経理部・
品質保証部担当、監査室長

村 上 道 夫 平成17年10月25日

代表取締役常務 
常務執行役員 
生産本部長

取締役
執行役員 
生産本部長

山 本   潤 平成17年10月25日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建

設省令第14号)に準じて記載しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)

附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月

30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、

公認会計士仲井良治、同松下素久の両氏により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成に関する規則(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項により、

当社では、子会社である株式会社サクラダライフの資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び

経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成

しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりでありま

す。 

① 資産基準      0.1％ 

② 売上高基準     0.2％ 

③ 利益基準     △0.0％ 

④ 利益剰余金基準 △0.0％ 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

    現金預金 486 373 691

    受取手形 70 23 74

    完成工事未収入金 2,119 2,929 4,157

    未成工事支出金 756 944 488

    その他 ※2・3 185 397 367

    貸倒引当金 △2 △2 △2

    流動資産合計 3,616 16.9 4,667 40.3 5,776 25.0

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産

    建物 ※２ 2,646 813 2,573

    構築物 ※２ 851 483 825

    機械及び装置 ※２ 566 261 534

    土地 ※２ 12,076 4,824 12,038

    その他 50 12 45

    有形固定資産合計 ※１ 16,191 (75.4) 6,394 (55.3) 16,017 (69.3)

   無形固定資産 10 (0.1) 0 (0.0) 7 (0.0)

   投資その他の資産

    投資有価証券 ※２ 213 233 999

    関係会社株式 34 34 34

    その他 ※２ 1,389 246 280

    貸倒引当金 △0 △0 △0

    投資その他の資産合計 1,636 (7.6) 513 (4.4) 1,313 (5.7)

    固定資産合計 17,838 83.1 6,908 59.7 17,338 75.0

Ⅲ 繰延資産 8 0.0 ― ― ― ―

    資産合計 21,463 100.0 11,576 100.0 23,115 100.0



 

  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 970 1,326 1,286

   工事未払金 718 642 1,315

   短期借入金 ※２ 7,077 9,495 9,258

   未成工事受入金 1,147 657 747

   賞与引当金 ― 99 101

   工事損失引当金 ― 245 ―

   訴訟等損失引当金 ― 1,003 ―

   引当金 114 ― 7

   その他 117 468 159

   流動負債合計 10,146 (47.3) 13,938 (120.4) 12,875 (55.7)

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 ※２ 6,880 4,634 5,186

   退職給付引当金 306 338 324

   リース資産減損勘定 ― 42 ―

   その他 2 13 2

   固定負債合計 7,189 (33.5) 5,029 (43.4) 5,512 (23.9)

   負債合計 17,335 80.8 18,967 163.8 18,388 79.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,801 (17.7) 3,801 (32.9) 3,801 (16.4)

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 709 709 709

   資本剰余金合計 709 (3.3) 709 (6.1) 709 (3.1)

Ⅲ 利益剰余金

   当期未処分利益又は 
   中間未処理損失（△）

△434 △11,962 164

   利益剰余金合計 △434 (△2.0) △11,962 (△103.3) 164 (0.7)

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

55 (0.2) 68 (0.6) 58 (0.2)

Ⅴ 自己株式 △4 (△0.0) △8 (△0.1) △6 (△0.0)

   資本合計 4,127 19.2 △7,391 △63.8 4,727 20.4

   負債・資本合計 21,463 100.0 11,576 100.0 23,115 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 

  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 完成工事高 3,214 100.0 3,448 100.0 8,916 100.0

Ⅱ 完成工事原価 2,704 84.1 3,276 95.0 7,359 82.5

  完成工事総利益 510 15.9 172 5.0 1,556 17.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 587 18.3 481 14.0 1,154 13.0

   営業利益又は 
   営業損失(△)

△77 △2.4 △309 △9.0 402 4.5

Ⅳ 営業外収益

   受取利息及び配当金 1 6 2

   匿名組合分配金 37 ― 82

   その他 51 30 71

   営業外収益計 90 2.8 37 1.1 156 1.8

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 208 205 412

   その他 32 25 82

   営業外費用計 240 7.5 230 6.7 495 5.6

   経常利益又は 
   経常損失(△)

△226 △7.1 △502 △14.6 63 0.7

Ⅵ 特別利益

   前期損益修正益 ※１ 6 ― 6

   固定資産売却益 ※２ 504 ― 999

   その他 12 7 18

   特別利益計 523 16.3 7 0.2 1,025 11.5

Ⅶ 特別損失

   固定資産除却損 ※３ 3 8 7

   金利スワップ時価評価損 ― 82 ―

   匿名組合出資金評価損 ― ― 159

   社債繰上償還損 0 ― 0

   ゴルフ会員権評価損 ― 32 ―

   減損損失 ※５ ― 9,661 ―

   匿名組合等投資損失 ― 559 ―

   訴訟等損失 ― 1,257 ―

   役員退職慰労金 24 14 24

   特別退職金 ― 3 ―

   八千代工場整理損 9 6 28

   その他 ※４ 2 ― 6

   特別損失計 40 1.2 11,623 337.0 227 2.5

   税引前中間(当期) 
   純利益又は税引前 
   中間純損失(△)

256 8.0 △12,119 △351.4 861 9.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

7 0.3 7 0.2 14 0.2

   中間(当期)純利益又は 
   中間純損失(△)

248 7.7 △12,126 △351.6 846 9.5

   前期繰越利益又は
   前期繰越損失(△)

△682 164 △682

   当期未処分利益又は 
   中間未処理損失(△)

△434 △11,962 164



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前中間(当期)純利益又は 
   税引前中間純損失(△)

256 △12,119 861

   減価償却費 156 39 298

   減損損失 ― 9,661 ―

   退職給付引当金の増加額 30 14 47

   賞与引当金の増加額又は減少額(△) 1 △1 △5

   工事損失引当金の増加額 ― 245 ―

   受取利息及び配当金 △1 △6 △2

   支払利息 208 205 412

   固定資産売除却損益 △500 8 △992

   金利スワップ時価評価損 ― 82 ―

   匿名組合出資金評価損 ― ― 159

   社債繰上償還損 0 ― 0

   匿名組合等投資損失 ― 559 ―

   ゴルフ会員権評価損 ― 32 ―

   訴訟等損失 ― 1,257 ―

   特別退職金 ― 3 ―

   売上債権等の減少額又は増加額(△) 1,649 1,187 △792

   未成工事支出金等の増加額 △422 △456 △154

   仕入債務の増加額又は減少額(△) △597 △643 330

   未払消費税等の減少額 △172 ― △172

   その他 △29 120 △55

   小計 577 187 △63

   利息及び配当金の受取額 1 6 2

   利息の支払額 △191 △142 △402

   特別退職金の支払額 ― △3 ―

   法人税等の支払額 △3 △37 △13

  営業活動によるキャッシュ・フロー 384 10 △477

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   固定資産の取得による支出 △57 △26 △54

   固定資産の売却による収入 704 △2 1,237

   その他 40 15 88

  投資活動によるキャッシュ・フロー 687 △12 1,271

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金純増加額 331 2,328 953

   長期借入れによる収入 262 ― 1,224

   長期借入金の返済による支出 △3,693 △2,642 △4,790

   社債の償還による支出 △100 ― △100

   その他 △1 △1 △3

  財務活動によるキャッシュ・フロー △3,201 △315 △2,717

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 △2,129 △317 △1,923

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 2,615 691 2,615

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

486 373 691



次へ 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社は、平成17年６月における東京高等検察庁の当社に対する独占禁止法違反容疑（不当な取引制

限）による起訴を契機として、公正取引委員会からの排除勧告を応諾した10月以降、経営環境の著し

い悪化等により、当社の製作拠点である市川事業所及び八街製品ヤードについても減損損失を認識す

るに至り、9,661百万円の減損損失を計上したこと等により、12,126百万円の中間純損失を計上いた

しました。その結果、当中間会計期間末において7,391百万円の債務超過になりました。 

当該状況により、当社には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

当社は、厳しい経営環境において、企業としての運営を継続していくための強固な収益基盤の確立

と財務体質の抜本的な改善を図るため、平成17年11月16日に「私的整理に関するガイドライン」に基

づく「事業再生計画」を策定いたしました。 

  

「事業再生計画」の骨子は下記の通りであります。 

  

(1) 基本方針 

① 利益計画達成の実現性を高めるべく、営業戦略の方向転換により総コストを大幅に圧縮し、

損益分岐点の引き下げを図ります。 

② 必要受注量のハードルを引き下げるとともに、コスト競争力において競合他社との差別化を

実現し、必要受注量の確保を目指します。 

(2) 経営組織の再編とコスト削減 

① 本社を市川事業所に移転するとともに、現在の営業拠点を集約することにより、営業部門、

本社管理部門の大幅な人員削減を行い、人件費や賃借料等の一般管理販売費の大幅な圧縮を

実現します。 

② 受注工事の施工地域を限定することにより、輸送費、現場経費の削減を実現します。 

③ 受注工事規模を大型化し、工事件数の減少を図ることにより、設計、製造、工事担当者数の

削減を行い、人件費等の経費削減を実現します。 

(3) 財務体質の健全化及び債権放棄等の要請 

① 事業再生計画を着実に実行し、借入金の削減を進めていくとともに、本社、社員寮・社宅の

全て、その他の不要資産を売却、資金化して、借入金を圧縮します。 

② 取引金融機関に対して総額 89億円の債権放棄を要請します。この要請に応諾いただければ、

今期末に見込まれております約88億円の債務超過が解消されることになります。 

③ 第三者割当増資を実施することにより、資本の増強を図ります。 

  

なお、平成17年11月29日に開催されました第１回債権者会議において、全対象債権者ご出席のも

と、専門家アドバイザーの選任をはじめとする議案が承認されました。また、平成17年12月27日に開

催されました専門家アドバイザーによる説明会も無事終了いたしました。 

中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な疑義の影響を中間財務

諸表には反映しておりません。 

  

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法
 (1) 有価証券
  ① 子会社株式及び関連会社株

式
   移動平均法による原価法によ

っております。
  ② その他有価証券
   ａ 時価のあるもの
     中間会計期間末前１ヵ月

の市場価格等の平均に基
づく時価法によっており
ます。

     (評価差額は全部資本直
入法により処理し、売却
原価は移動平均法により
算定しております。)

１ 資産の評価基準及び評価方法
 (1) 有価証券
  ① 子会社株式及び関連会社株

式
    同左

  ② その他有価証券
   ａ 時価のあるもの
     同左

１ 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券
 ① 子会社株式及び関連会社株
式

   同左

 ② その他有価証券
  ａ 時価のあるもの
    期末前１ヵ月の市場価格

等の平均に基づく時価法
によっております。

    (評価差額は全部資本直
入法により処理し、売却
原価は移動平均法により
算定しております。)

   ｂ 時価のないもの
     移動平均法による原価法

によっております。

   ｂ 時価のないもの
     移動平均法による原価法

によっております。
     なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組
合への出資（証券取引法
第２条第２項により有価
証券とみなされるもの）
については、組合契約に
規定される決算報告日に
応じて入手可能な最近の
決算書を基礎とし、持分
相当額を純額で取り込む
方法によっております。

  ｂ 時価のないもの
    同左

 (2) デリバティブ
  金利スワップ契約については、
特例処理の要件を満たしており
ますので、その金銭の受払の純
額を金利交換の対象となる負債
に係る利息に加減して処理して
おります。

 

 (2) デリバティブ
  金利スワップ契約については、
特例処理の要件を満たしてお
り、その金銭の受払の純額を金
利交換の対象となる負債に係る
利息に加減して処理しておりま
したが、９月末の返済日に元利
金を延滞したことにより、金利
スワップの特例処理及びヘッジ
会計要件が満たされないことが
判明したため、金利スワップの
時価評価損を計上しておりま
す。

(2) デリバティブ
 金利スワップ契約については、
特例処理の要件を満たしており
ますので、その金銭の受払の純
額を金利交換の対象となる負債
に係る利息に加減して処理して
おります。

 (3) たな卸資産
  ① 未成工事支出金
  個別法による原価法によってお
ります。

 (3) たな卸資産
  ① 未成工事支出金 
    同左

(3) たな卸資産
 ① 未成工事支出金
   同左

  ② 材料貯蔵品
  移動平均法による原価法によっ
ております。

 

  ② 材料貯蔵品
    同左

 ② 材料貯蔵品
   同左

２ 固定資産の減価償却の方法
 (1) 有形固定資産
  定額法を採用しております。
  なお、耐用年数及び残存価額に
ついては、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっており
ます。

  また、取得価額が10万円以上20
万円未満の少額減価償却資産に
ついては、３年間で均等償却す
る方法を採用しております。

２ 固定資産の減価償却の方法
 (1) 有形固定資産 
   同左

２ 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産
  同左

 (2) 無形固定資産
  定額法を採用しております。
  なお、自社利用のソフトウェア
については、社内における利用
可能期間(５年)に基づく定額法
を採用しております。

 (2) 無形固定資産
   同左

(2) 無形固定資産
  同左



 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

  売上債権及び貸付金等の貸倒損

失に備えるため、個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   同左

 (2) 完成工事補償引当金

  完成工事引渡後の瑕疵に対する

補償費用に備えるため、過年度

の実績を基礎に見込額を計上し

ております。

 (2) 完成工事補償引当金
     ―――――
  （追加情報）
  完成工事引渡後の瑕疵に対する

補償費用に備えるため、過年度

の実績を基礎に見込額を計上し

ておりましたが、過去に発生し

た補償費は僅少で重要性に乏し

く、今後も同様の傾向で推移す

るものと推測されるため、当中

間会計期間より引当金の計上を

廃止しております。

 (2) 完成工事補償引当金 

完成工事引渡後の瑕疵に対する

補償費用に備えるため、過年度

の実績を基礎に見込額を計上し

ております。

 (3) 賞与引当金

  従業員の賞与金の支払に備える

ため、当期の負担すべき支給見

込額を計上しております。

 (3) 賞与引当金 

   同左

 (3) 賞与引当金 

   同左

      ―――――  (4) 工事損失引当金

  受注工事の将来の損失に備える

ため、当中間会計期間末の手持

工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に

見積もることができる工事につ

いて、損失見込額を計上してお

ります。

     ―――――

      ―――――  (5) 訴訟等損失引当金

  係争中の訴訟等に係る損失に備

えるため、その経過等の状況に

基づき合理的に見積もった損失

負担見込額を計上しておりま

す。

     ―――――

 (4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。

  なお、会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額を費

用処理しております。

  また、数理計算上の差異につい

ては、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)による按分額

を、それぞれ発生の翌期より費

用処理することとしておりま

す。

 (6) 退職給付引当金 

   同左

 (4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。

  なお、会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額を費

用処理しております。

  また、数理計算上の差異につい

ては、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)による按分額

を、それぞれ発生の翌期より費

用処理することとしておりま

す。



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

４ リース取引の処理方法 

  同左

４ リース取引の処理方法 

  同左

５ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

  金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしております

ので、特例処理を採用しており

ます。

 

５    ――――― ５ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

  金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしております

ので、特例処理を採用しており

ます。

 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ① ヘッジ手段

   金利スワップ

  ② ヘッジ対象

   長期借入金の支払金利

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ① ヘッジ手段

   金利スワップ

  ② ヘッジ対象

   長期借入金の支払金利

 (3) ヘッジ方針

  金利変動による借入債務の損失

可能性を減殺する目的で行って

おります。

 (3) ヘッジ方針 

金利変動による借入債務の損失

可能性を減殺する目的で行って

おります。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ手段の想定元本とヘッジ

対象に関する重要な条件が同一

であり、かつ、ヘッジ開始時及

びその後も継続して、相場変動

又はキャッシュ・フロー変動を

完全に相殺するものと想定する

ことができるため、ヘッジの有

効性の評価は省略しておりま

す。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

    ヘッジ手段の想定元本とヘッジ

対象に関する重要な条件が同一

であり、かつ、ヘッジ開始時及

びその後も継続して、相場変動

又はキャッシュ・フロー変動を

完全に相殺するものと想定する

ことができるため、ヘッジの有

効性の評価は省略しておりま

す。

６ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

  手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヵ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。

６ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左

６ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

同左



次へ 

 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 (1) 完成工事高の計上基準

  原則として完成基準を採用して

おりますが、工期が１年を超

え、かつ、請負金額が１億円以

上の工事については、工事進行

基準を採用しております。

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 (1) 完成工事高の計上基準

   同左

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 (1) 完成工事高の計上基準

   同左

   進行基準による完成工事高

2,559百万円

   進行基準による完成工事原価

2,015百万円

   進行基準による完成工事高

2,295百万円

   進行基準による完成工事原価

2,139百万円

   進行基準による完成工事高

6,443百万円

   進行基準による完成工事原価

5,006百万円

 (2) 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税は、税抜

方式により処理しております。

 (2) 消費税等の会計処理

   同左

 (2) 消費税等の会計処理

   同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

      ――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。 

 これにより税引前中間純損失が

9,661百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。

      ―――――

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

          ――――― (中間貸借対照表) 

 前中間会計期間まで、流動負債の「引当金」に含めて

表示しておりました「賞与引当金」(前中間会計期間107

百万円)は、当中間会計期間より区分掲記することとし

ました。

(中間損益計算書) 

 前中間会計期間まで、特別損失の「その他」に含めて

表示しておりました「役員退職慰労金」(前中間会計期

間４百万円)は、当中間会計期間より区分掲記すること

としました。

          ―――――



追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(外形標準課税制度の導入) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に10百万円計上して

おります。

      ――――― (外形標準課税制度の導入) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に22百万円計上してお

ります。

      ――――― (表示区分の変更) 

 「証券取引法等の一部を改正する

法律」（平成16年法律第97号）が平

成16年６月９日に公布され、平成16

年12月１日より適用となること及び

「金融商品会計に関する実務指針」

（会計制度委員会報告第14号）が平

成17年２月15日付で改正されたこと

に伴い、当中間会計期間から投資事

業有限責任組合及びそれに類する組

合への出資（証券取引法第２条第２

項により有価証券とみなされるも

の）を投資有価証券として表示する

方法に変更しております。 

 なお、当中間会計期間の投資有価

証券に含まれる当該出資の額は、６

百万円であります。

(表示区分の変更) 

 「証券取引法等の一部を改正する

法律」（平成16年法律第97号）が平

成16年６月９日に公布され、平成16

年12月１日より適用となること及び

「金融商品会計に関する実務指針」

（会計制度委員会報告第14号）が平

成17年２月15日付で改正されたこと

に伴い、当事業年度から投資事業有

限責任組合及びそれに類する組合へ

の出資（証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるもの）を

投資有価証券として表示する方法に

変更いたしました。 

 なお、当事業年度の投資有価証券

に含まれる当該出資の額は、781百

万円であります。



前へ   次へ 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１有形固定資産の減価償却累計額

7,136百万円

※１有形固定資産の減価償却累計額

7,195百万円

※１有形固定資産の減価償却累計額

7,216百万円

 

 

※２担保に供している資産

 (1) 担保提供資産

  有形固定資産

 建物 2,638百万円

 構築物 775 〃

 機械及び装置 401 〃

 土地 11,964 〃

投資有価証券 95 〃

出資金 32 〃
役員退職 
積立保険料

135 〃

合計 16,044 〃

   上記有形固定資産のうち工場

財団抵当に供している資産

建物 1,100百万円

構築物 775 〃

機械及び装置 401 〃

土地 2,210 〃

合計 4,488 〃

 

 

 

 

※２担保に供している資産

 (1) 担保提供資産

未収入金 344百万円

  有形固定資産

 建物 809百万円

 構築物 459 〃

 機械及び装置 192 〃

 土地 4,790 〃

投資有価証券 109 〃

出資金 8 〃
役員退職 
積立保険料

146 〃

合計 6,860 〃

   上記有形固定資産のうち工場

財団抵当に供している資産

建物 658百万円

構築物 459 〃

機械及び装置 192 〃

土地 268 〃

合計 1,578 〃

 

 

 

※２担保に供している資産

 (1) 担保提供資産

  有形固定資産

 建物 2,566百万円

 構築物 753 〃

 機械及び装置 377 〃

 土地 11,927 〃

投資有価証券 99 〃

出資金 32 〃
役員退職
積立保険料

135 〃

合計 15,892 〃

   上記有形固定資産のうち工場

財団抵当に供している資産

建物 1,069百万円

構築物 753 〃

機械及び装置 377 〃

土地 2,173 〃

合計 4,374 〃

 

 

 

 (2) 担保資産に対応する債務

短期借入金 7,077百万円

長期借入金 6,880 〃

合計 13,957 〃

   上記のうち工場財団抵当に対

応する債務

短期借入金 ＊ 4,498百万円

長期借入金 ＊ 6,455 〃

合計 10,954 〃

   なお、＊の債務には、共同担

保が設定してある債務も含んで

おります。

 

 

 (2) 担保資産に対応する債務

短期借入金 9,495百万円

長期借入金 4,634 〃

合計 14,129 〃

   上記のうち工場財団抵当に対

応する債務

短期借入金 ＊ 4,933百万円

長期借入金 ＊ 4,439 〃

合計 9,372 〃

   なお、＊の債務には、共同担

保が設定してある債務も含んで

おります。

 

 

 (2) 担保資産に対応する債務

短期借入金 9,258百万円

長期借入金 5,186 〃

合計 14,444 〃

   上記のうち工場財団抵当に対

応する債務

短期借入金 ＊ 4,543百万円

長期借入金 ＊ 4,976 〃

合計 9,519 〃

   なお、＊の債務には、共同担

保が設定してある債務も含んで

おります。

※３消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※３消費税等の取扱い

  同左

※３    ―――――



(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 前期損益修正益の内訳

 過年度完成工事

 原価修正
6百万円

※１    ――――― ※１ 前期損益修正益の内訳

 過年度完成工事

原価修正
6百万円

※２ 固定資産売却益の内訳

   八千代工場北側一部

 土地 
 13,985㎡

504百万円

※２    ――――― ※２ 固定資産売却益の主な内訳

  八千代工場北側一部
土地
 26,069㎡

999百万円

 

※３ 固定資産除却損の主な内訳

 建物 2百万円

※３ 固定資産除却損の主な内訳

 建物 2百万円

 工具器具及び備品 5 〃

※３ 固定資産除却損の主な内訳

 建物 2百万円

 機械及び装置 4 〃

 

※４ 特別損失のその他の主要項目

 営業権償却費 2百万円
 

※４    ―――――

 

※４ 特別損失のその他の主要項目

 営業権償却費 4百万円

※５    ―――――

 

※５ 減損損失

当社は当中間会計期間に以下の資産
グループについて減損損失を計上い
たしました。

分類
現状 
用途

種類 場所
金額
（百万
円）

事
業
用
資
産

橋梁
生産
設備

土地、
建物、
機械及
び装置
等

市川事業

所（千葉

県市川

市）

4,862

八街製品

ヤード

（千葉県

八街市

他）

2,113

計 6,975

売
却
用
資
産 

本社
土地及び

建物等

千葉市 

美浜区
1,105

社宅・

寮他

土地及び

建物等

千葉県八

千代市他
669

賃貸 

資産

土地及び

建物等

千葉県 

佐倉市他
140

遊休 

資産

土地及び

建物等

千葉県八

千代市他
771

合計 9,661

※５   ―――――



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当社の主力事業である橋梁業界は、
公共事業費の縮減による需給ギャッ
プが拡大している中で、今般橋梁談
合問題が発生し、当業界は過去最大
といっても過言ではない大きな転換
期を迎えており、加えて、平成17年
６月における東京高等検察庁の当社
に対する独占禁止法違反容疑（不当
な取引制限）による起訴を契機とし
て、公正取引委員会からの排除勧告
を応諾した10月以降、経営環境の著
しい悪化等により、当社の製作拠点
である市川事業所及び八街製品ヤー
ドについても減損損失を認識するに
至り、6,975百万円の減損損失を計
上し、財務基盤が一段と毀損される
ことになりました。こうした厳しい
経営環境において、企業としての運
営を継続していくための強固な収益
基盤の確立と財務体質の抜本的な改
善を図るため、平成17年11月16日に
「私的整理に関するガイドライン」
に基づく「事業再生計画」を策定い
たしました。 
この「事業再生計画」の中で、市川
事業所及び八街製品ヤードを除く本
社、社員寮、社宅の全て、その他の
不要資産を売却、資金化して、借入
金を圧縮することを骨子の一つとし
て掲げております。 
以上から、減損損失を把握するため
の資産グループについては、事業用
資産グループとして市川事業所及び
八街製品ヤードの橋梁生産設備、残
りの売却予定資産については個別物
件毎にグルーピングを行っており、
売却予定資産についても市場価格の
著しい下落が認められることから帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失に計上してお
ります。 
減損損失9,661百万円の内訳は、土
地7,214百万円、建物1,761百万円、
構築物331百万円、機械及び装置275
百万円、その他有形固定資産28百万
円、無形固定資産6百万円、リース
資産42百万円であります。 
なお、橋梁生産設備グループの回収
可能価額は使用価値により測定して
おり、将来キャッシュフローを
3.5％で割り引いて算定しておりま
す。また、売却予定資産の回収可能
価額は正味売却価額によって測定し
ており、不動産鑑定評価に基づいて
評価しております。

 

 ６ 減価償却実施額

 有形固定資産 152百万円

 無形固定資産 3 〃
 

 ６ 減価償却実施額

 有形固定資産 39百万円

 無形固定資産 0 〃
 

 ６ 減価償却実施額

 有形固定資産 292百万円

 無形固定資産 6 〃



前へ   次へ 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金預金 486百万円

預入期間が３ヵ月を 
超える定期預金

― 〃

現金及び現金同等物 486 〃

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金預金 373百万円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金

― 〃

現金及び現金同等物 373 〃

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金預金 691百万円

預入期間が３ヵ月を 
超える定期預金

― 〃

現金及び現金同等物 691 〃



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

 

取得価額 
相当額 
 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額(百
万円)

工具器具 
及び備品

51 19 32

その他 68 15 52

合計 119 35 84

取得価額
相当額 
 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額
(百万円)

工具
器具 
及び
備品

67 30 13 23

その
他

70 29 14 26

合計 137 60 28 49  

取得価額
相当額 
 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
 

(百万円)

工具器具
及び備品

51 24 27

その他 68 22 45

合計 119 46 72

(注) 取得価額相当額は、有形固定

資産の中間期末残高等に占める

未経過リース料中間期末残高の

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

  同左 (注) 取得価額相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める未経

過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 23百万円

１年超 61 〃

合計 84 〃

 

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中間

期末残高

１年内 26百万円

１年超 51 〃

合計 77 〃

リース資産減損
勘定の残高

28百万円

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 23百万円

１年超 49 〃

合計 72 〃

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、有形固定資産の中間

期末残高等に占める未経過リー

ス料中間期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。

  同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。

 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 14百万円

減価償却費相当額 14 〃

 

 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失

支払リース料 13百万円

リース資産減損
勘定の取崩額

― 〃

減価償却費相当額 13 〃

減損損失 28 〃

 

 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 26百万円

減価償却費相当額 26 〃

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

④ 減価償却費相当額の算定方法

  同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

  同左



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 
  

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

 
(注) １ 前中間会計期間及び前事業年度においては、金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理を適用してい

るため、開示の対象から除いております。 

２ 時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

区分

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

取得原価 
(百万円)

中間貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

取得原価
(百万円)

中間貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

貸借対照表計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

 株式 40 95 55 40 109 68 40 99 58

区分

前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額 
(百万円)

 ①子会社株式 10 10 10

 ②関連会社株式 24 24 24

計 34 34 34

 (2) その他有価証券

区分

前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額 
(百万円)

 ①非上場株式 
  (店頭売買株式を除く)

118 118 118

 ②投資事業有限責任組合及び 
  それに類する組合への出資

― 6 781

計 118 124 899

種類

前中間会計期間末    
(平成16年９月30日)

当中間会計年度末    
(平成17年９月30日)

前事業年度末     
(平成17年３月31日)

契約額等 

(百万円)

契約額等

のうち 

１年超 

(百万円)

時価 

(百万円)

評価損益 

(百万円)

契約額等

(百万円)

契約額等

のうち 

１年超 

(百万円)

時価 

(百万円)

評価損益

(百万円)

契約額等

(百万円)

契約額等 

のうち 

１年超 

(百万円)

時価 

(百万円)

評価損益

(百万円)

金利スワップ取引

受取変動・支払固定 ― ― ― ― 3,877 3,384 △82 △ 82 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― 3,877 3,384 △ 82 △ 82 ― ― ― ―



前へ   次へ 

(持分法損益等) 
  

 
  

(１株当たり情報) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

利益基準及び利益剰余金基準からみ

て重要性の乏しい関連会社であるた

め、記載を省略しております。

同左 同左

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 94円95銭 １株当たり純資産額 △170円11銭 １株当たり純資産額 108円78銭

１株当たり中間純利益 5円72銭 １株当たり中間純損失 279円08銭 １株当たり当期純利益 19円48銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

(注)１株当たり中間純利益の算定上

の基礎

(注)１株当たり中間純損失の算定上

の基礎

(注)１株当たり当期純利益の算定上

の基礎

 中間損益計算書 
 上の中間純利益

248百万円
中間損益計算書
上の中間純損失

12,126百万円
損益計算書上の 
 当期純利益

846百万円

 普通株式に係る 
 中間純利益

248百万円
普通株式に係る
中間純損失

12,126百万円
普通株式に係る 
 当期純利益

846百万円

 普通株主に 
 帰属しない金額

―百万円

 

普通株主に
帰属しない金額

―百万円

 

普通株主に
 帰属しない金額

―百万円

普通株式の期中平均株式数

43,473,952株

普通株式の期中平均株式数

43,452,418株

普通株式の期中平均株式数

43,468,128株



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

該当事項はありません。 １  当社は、平成17年９月29日付

で、国土交通省の関東地方整備

局、東北地方整備局、北陸地方

整備局および日本道路公団が発

注する鋼橋上部工事の入札にお

いて、独占禁止法第２条第６項

に規定する不当な取引制限に該

当し、同法第３条の規定に違反

する行為があったとして、公正

取引委員会から排除勧告を受

け、平成17年10月11日に同勧告

に応諾し、11月18日に同委員会

による審決を受けました。これ

により今後、課徴金等の発生が

見込まれますが、既に当中間期

に見込み額を引当計上しており

ます。しかしながら、課徴金等

の金額の確定に伴う差額の発生

により、業績および財政状態に

影響を及ぼす可能性がありま

す。

１ 当社の平成17年５月17日開催の

取締役会において、当社が出資

している匿名組合の出資（長期

預け金）先である特別目的会社

（有限会社ワイ・エル・プロパ

ティーズ）が所有する信託受益

権を第三者に売却する、との報

告がありました。 

これに伴い平成18年３月期にお

いて、匿名組合出資金に対し平

成17年３月期に計上した評価損

を上回る損失の発生が見込まれ

ます。

２  当社は上記１を契機とし、10月

以降、経営環境の著しい悪化等

により、当社の製作拠点である

市川事業所及び八街製品ヤード

についても減損損失を認識する

に至り、9,661百万円の減損損

失を計上したこと等により、

12,126百万円の中間純損失を計

上いたしました。その結果、当

中間会計期間末において7,391

百万円の債務超過になりまし

た。当社は、この厳しい経営環

境において、企業としての運営

を継続していくための強固な収

益基盤の確立と財務体質の抜本

的な改善を図るため、平成17年

11月16日に「私的整理に関する

ガイドライン」に基づく「事業

再生計画」を策定いたしまし

た。この事業再生計画の骨子

は、「第２［事業の状況］３

［対処すべき課題］」に記載し

ております。

２  当社は、平成17年６月15日に

「私的独占の禁止及び公正取引

の確保に関する法律（独占禁止

法）」（不当な取引制限の禁

止）の違反容疑により、東京高

等検察庁より起訴されました。

さらに、国土交通省および各自

治体等から行政処分（指名停止

措置）を受けました。 

これに伴い、今後の経営成績に

重要な影響を及ぼす可能性があ

ります。



 
  

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（1）スポンサー候補決定

平成17年12月20日開催の取締役

会において、事業再生計画を円

滑に遂行し早期に事業再生計画

が完了することを企図し、森電

機株式会社（コード番号：6993

東証第２部、以下「森電機」と

いう）が単独で匿名組合出資す

る匿名組合及び森電機のマネー

ジメントを中心とした投資家を

匿名組合員として組成される匿

名組合（以下、森電機が単独で

匿名組合出資する匿名組合と併

せて「サクラダ支援ファンド」

という）をスポンサー候補とし

て選定し、森電機との間で当社

の事業再生支援に関する基本合

意書（以下、「本件基本合意

書」という）を締結致しました

ので、その主要な合意点につい

てご報告申し上げます。

なお、詳細な支援内容及び条件

については、今後森電機との協

議を進め、来年１月下旬に予定

しております「私的整理に関す

るガイドライン」に基づく事業

再生計画の成立までに、正式契

約を締結することを予定してお

ります。また、本件は、１月下

旬に予定されております「私的

整理に関するガイドライン」の

成立及び２月下旬に予定されて

おります当社臨時株主総会にお

ける株主様のご承認が得られる

ことを前提に進められる予定で

あります。

 ①森電機が単独で匿名組合出資す

る匿名組合に対する第三者割当

による総額25億円の下方修正条

項付転換予約権付優先株式の発

行

当社は、「私的整理に関するガ

イドライン」に基づき策定した

事業再生計画を円滑かつ確実に

遂行することが株主の皆様及び

金融支援をお願い申し上げてお

りますお取引金融機関様各位へ

の最大の責務であると認識して

おります。



 
  

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

また、これまで当社は、日本の

橋梁業界の中で確固たる役割を

担ってまいりましたが、当社に

蓄積された技術・ノウハウを維

持・発展させ、今後も品質並び

に信頼性及び安全性の高い橋梁

を供給していくことが、当社に

とっての社会的使命と考えてお

ります。

しかしながら一方で、一連の談

合問題を契機に橋梁業界は大き

な転換期を迎えており、今後

益々業界環境は厳しさを増すも

のと予想されます。かかる状況

下、当社におきましても今後の

受注環境は一層厳しさを増すと

予想される中、当社は、年商の

1.5倍を超える有利子負債を抱

え過剰債務状態にあり、また、

将来事業見通しの悪化に伴う多

額の減損損失の発生等により、

平成18年３月期末時点で約88億

円の債務超過となることが見込

まれることから、先般、「私的

整理に関するガイドライン」に

則り、お取引金融機関様各位に

対する総額89億円の債務免除を

お願い申し上げ、既に主力銀行

のみずほ銀行様からは大筋のご

了解を頂いております。

また、上記お取引金融機関様各

位に対する金融支援要請と併

せ、当社は、事業再生計画に定

められた一連の諸施策を実施し

毀損した自己資本を回復させる

ためには、キャッシュを伴う増

資が必要不可欠と考え、総額25

億円以上を目処とした新規増資

引受先いわゆるスポンサー候補

に対する交渉を同時並行的に進

めて参りましたが、その結果、

今般、既述の通り森電機を中心

とするサクラダ支援ファンドが

当社事業再生のスポンサー候補

として決定したわけでございま

す。

これにより、まず当社は、サク

ラダ支援ファンドの中心となる

森電機が単独で匿名組合出資す

る匿名組合に対し、下記概要の

有利発行による優先株式25億円



前へ   次へ 

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（以下、「本優先株式」とい

う）を発行することにより、毀

損した自己資本の回復と事業再

生計画に定められた一連の諸施

策の実施に伴う資金の確保及び

信用の回復を予定しておりま

す。

本優先株式の発行により、当社

財務基盤は強化され、「私的整

理に関するガイドライン」で求

められる事業再生計画３年以内

での実質債務超過の解消等、当

社事業再生計画達成に向けた大

きな一歩を踏み出すことができ

ると確信しております。今後、

全社一丸となって、当社事業再

生計画の達成に向けて邁進して

まいる所存でございますので、

株主の皆様並びに各お取引金融

機関様におかれましては、今後

とも引き続きのご理解とご支援

を賜りますよう、何卒よろしく

お願い申し上げます。

なお、本優先株式及び下記②の

新株予約権の発行（以下、「本

件増資」という）については、

株主様以外の者に対して特に有

利な発行条件をもって新株を発

行することを予定しております

が、既述の通り当社を取り巻く

経営環境は極めて厳しい中、本

件増資及び一連の諸施策が当社

事業再生にとって必要不可欠の

ものであることを勘案し、ま

た、本件増資が中長期的な当社

大株主となるスポンサー候補に

対する第三者割当増資であるこ

とに鑑み、適切かつ妥当なもの

であると考えております。但

し、本優先株式及び下記②の新

株予約権が当初転換・行使価額

50円にて転換・行使されたと仮

定した場合、発行済普通株式数

は、現状の約43.5百万株から

110百万株増加し、約153.5百万

株となり希薄化が想定されま

す。株主の皆様には、多大なご

負担とご迷惑をおかけいたすこ

とを重ねてお詫び申し上げます

と共に、事情賢察の上、引き続

きのご理解とご支援を賜ります

よう、何卒宜しくお願い申し上

げます。



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

 第１回転換予約権付Ａ種優先株式
（仮称）の概要

発行株式の
種類・数

下方修正条項付
転換予約権付優
先株式
40,000,000株

発行価額 １株につき50円

発行価額の
合計

2,000,000,000円

割当先 
 

森電機株式会社
が単独で匿名組
合出資する匿名
組合

発行方法 第三者割当方式

申込期日 2006年３月下旬

払込期日 2006年３月下旬

当初１株あ
たり転換価
額

50円（下限価格
23円）

目的 財務体質の強化

資金使途 今後想定される
課徴金等の支
払、事業再生計
画で予定されて
いるリストラ費
用・既存借入金
の一部返済等

 第１回転換予約権付Ｂ種優先株式
（仮称）の概要

発行株式の
種類・数

下方修正条項付
転換予約権付優
先株式50,000株

発行価額 １株につき
10,000円

発行価額の
合計

500,000,000円

割当先 
 

森電機株式会社
が単独で匿名組
合出資する匿名
組合

発行方法 第三者割当方式

申込期日 2006年９月末日
迄

払込期日 2006年９月末日
迄

当初１株あ
たり転換価
額

50円（下限価格
23円）

目的 財務体質の強化

資金使途 今後想定される
課徴金等の支
払、事業再生計
画で予定されて
いるリストラ費
用・既存借入金
の一部返済等



 
  

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（注）なお、上記優先株式に係る普

通株式に対する優先権の内

容、下方修正条項等の諸条件

については、来年１月中に予

定されております正式契約締

結までには決定し、決定次第

ご報告申し上げます。

 ②森電機のマネージメントを中心

とした投資家を匿名組合員とし

て組成される匿名組合に対する

総額30億円の新株予約権の発行

当社を取り巻く外部環境の厳し

さ及び先行きの不透明さを考慮

し、また、当社事業再生計画の

メインスポンサーとなる森電機

からの提案もあり、当社事業再

生計画の確実な遂行の下支え並

びに経営基盤及び財務基盤の更

なる強化のため、当社は、既存

の橋梁事業に加え新規事業分野

に進出することを企図しており

ます。

具体的には、当社は、今後、メ

インスポンサーとなる森電機お

よび主要取引銀行であるみずほ

銀行様からのご理解とご支援を

いただき、また、株主様にお諮

りした上で、当社が設立する

100％子会社を通じて企業買

収・事業再生投資分野に進出す

ることを考えております。当社

は当該事業を通じて、株主ある

いは出資者としての有限責任を

出資割合に応じて享受すること

を予定しております。

これにより、先行き不透明な業

界環境への対応力及び非常に厳

しい競争環境下での企業抵抗力

を高めることが可能になると考

えており、今後、経営基盤及び

財務基盤の強化を通じ、当社事

業再生計画の遂行可能性が大い

に高まり、計画の確実な履行に

よって早期信用回復を果たすこ

とにより、関係各位の皆様のご

支援に応えることができると考

えております。



 
  

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

なお、当該新規事業進出にかか

る資金確保及び財務基盤強化の

ため、上記①の本優先株式の発

行に加え、森電機のマネージメ

ントを中心とした投資家を匿名

組合員として組成される匿名組

合に対し、下記概要の有利発行

による新株予約権を発行するこ

とを予定しております。

 新株予約権の発行概要

新株予約権
の種類

下方修正条項付
新株予約権

個数 300個

株式の種類
及び株式数

普通株式
60,000,000株

発行価額 一個あたり
40,000円

発行価額の
合計

12,000,000円

割当先 森電機のマネー
ジメントを中心
とした投資家を
匿名組合員とし
て組成される匿
名組合に全額割
り当てる。

申込期日・
払込期日

2006年３月下旬

発行日 2006年３月下旬

当初１株あ
たり行使価
額

50円（下限価格
23円）

払込金額の
総額

3,000,000,000円

権利行使期
間

2006年３月下旬
から３年間

目的 事業再生計画の
早期完了、企業
価値の向上

資金使途 企業買収・事業
再生投資

（注）なお、上記新株予約権に係る

下方修正条項等の諸条件につ

いては、来年１月中に予定さ

れております正式契約締結ま

でには決定し、決定次第ご報

告申し上げます。



前へ   次へ 

 
  

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

 現状想定している企業買収・事業
再生投資事業

橋梁会社業界再編のための事
業再生投資

会社買収投資

企業再編投資等

企業防衛を企図する投資先企
業の自己株取得を含む企業価
値向上のためのリキャピタリ
ゼーション投資

なお、上記②に加えて、当社と

当初新株予約権を引き受ける森

電機のマネージメントを中心と

した投資家を匿名組合員として

組成される匿名組合との間で、

新規事業投資資金確保のための

追加的かつ継続的な資金調達等

を目的としたエクイティファイ

ナンスを実施するための契約

（以下、「エクイティ・ファシ

リティ・ライン」という）を締

結する予定です。当該エクイテ

ィ・ファシリティ・ラインに基

づき調達した資金は、当社が今

後設立する100％子会社を通し

て行う企業買収・事業再生投資

に適宜活用されます。なお、エ

クイティ・ファシリティ・ライ

ンに基づき将来発行される新株

予約権等の発行条件は有利発行

に該当しない予定です。

また、当社が今後設立する

100％子会社を通して行う企業

買収・事業再生投資に対して、

当社とみずほ銀行様との間で、

ノンリコース型デット・ファシ

リティ・ライン契約の締結をい

たしました。この契約に基づ

き、みずほ銀行様による個別案

件毎の必要な審査手続等を経

て、当社が設立する100％子会

社を通じ出資するSPC、その他

個別案件毎の事業主体に対し個

別案件毎の融資が実行されるこ

とにより、機動的に企業買収・

事業再生投資を遂行・執行する

ことが可能となります。また、

今後企業買収・事業再生投資を

行っていくにあたり、みずほ銀

行様より、M&A案件情報の提

供、案件の調査並びに投資に必

要となる各種助言及び支援のご

協力を適宜いただくことを予定

しております。



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

 

 エクイティ・ファシリティ・ライ
ン契約の概要

発行株式の
種類

新株予約権・株
式・優先株式・
新株予約権付社
債等

引受・割当
先

森電機のマネー
ジメントを中心
とした投資家を
匿名組合員とし
て組成される匿
名組合

ファシリテ
ィ額

当初30億円

資金使途 企業買収・事業
再生投資の資金

ファシリテ
ィ期間

平成18年３月下
旬から３年間

有利発行の
有無

該当なし

 デット・ファシリティ・ライン契
約の概要

借入先 株式会社みずほ
銀行

借入主体 弊社が設立する
100％子会社を通
じ出資するSPC、
その他個別案件
ごとの事業主体

ファシリテ
ィ額

当初70億円

資金使途 企業買収・事業
再生投資の資金

ファシリテ
ィ期間

平成18年３月下
旬から３年間

目的 ノンリコースロ
ーン型資金調達
（投資案件毎の
上限70%）

制約事項 みずほ銀行によ
る個別案件毎の
審査・融資実行
の応諾

 ③本件が事業再生計画における業

績計画に与える影響

ａ．事業再生計画では、当初来年

３月までに総額25億円の増資

を実施する予定でありました

が、上記①により総額25億円

のうち５億円については来年

９月までに実施する予定に変

更になりました。但し、事業

再生計画期間（３ヵ年）内で

は計画通りであります。



 
  

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

ｂ．新株予約権の発行並びに企業

買収・事業再生投資分野への

進出による当社の業績等に与

える影響につきましては、現

状未確定であり修正の必要が

生じた際は、適時開示させて

いただきます。

（ご参考：森電機株式会社の概要）

名称 森電機株式会社

主な事業内
容

産業用照明器
具・事業投資

設立 昭和10年12月

本店所在地
 

東京都港区高輪
２－１５－８

代表者 代表取締役社長
小川 浩平

資本の額 442百万円（平成
17年３月31日現
在）

従業員数 17名（平成17年
３月31日現在）

売上高 658百万円（平成
17年３月期）



前へ 

 
  

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

（2）希望退職者募集

当社は、平成17年12月26日労働

組合と希望退職者の募集に関す

る協定を締結いたしました。

 ①希望退職者募集の理由

当社は、平成17年11月16日に

「私的整理に関するガイドライ

ン」に基づく「事業再生計画」

を策定いたしました。この「事

業再生計画」の骨子の一つであ

る人員削減を実現するため、こ

の度希望退職者の募集を行うも

のであります。

 ②希望退職者募集の概要

募集人員 55名

募集期間 平成18年１月10日
から1月25日まで

退職日 平成18年３月31日

 ③今後の見通し

現段階では希望退職への応募人

員が確定しておりませんので、

平成18年３月期の業績への影響

等は未定であります。影響額が

確定次第速やかに公表いたしま

す。



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第136期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。

(2) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第12号（減損会計の適
用）に基づく臨時報告書

平成17年９月27日
関東財務局長に提出。

(3) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第９号（代表取締役異
動）に基づく臨時報告書

平成17年10月25日
関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第12号（減損損失の追
加）に基づく臨時報告書

平成17年11月16日
関東財務局長に提出。

(5) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第12号（事業再生計画 
の策定）に基づく臨時報告書

平成17年11月16日
関東財務局長に提出。

(6) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第12号（希望退職者の 
募集）に基づく臨時報告書

平成17年12月27日
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成16年12月16日

株式会社サクラダ 

取締役会 御中 

 

   

   

   

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社サクラダの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第136期事業年度の中間会計期間(平成

16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監

査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社サクラダの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

   
  

事務所名 仲井公認会計士事務所

公認会計士 仲  井  良  治  ㊞

事務所名 松下公認会計士事務所

公認会計士 松  下  素  久  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成17年12月28日

株式会社サクラダ 

取締役会 御中 

 

   

   

   

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社サクラダの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第137期事業年度の中間会計期間(平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監

査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社サクラダの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１ 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当中間会計期間末において、7,391百

万円の債務超過の状況にあり、「私的整理に関するガイドライン」に基づく「事業再生計画」を策定し

ている。この状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。中間財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響は反映していない。 
  
２ 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」を適

用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 
  
３ 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は公正取引委員会から排除勧告を受け、これに応諾し

た。また、スポンサー候補の選定、スポンサー候補と会社の事業再生支援に関する基本合意書の締結、

第三者割当増資、新株予約権発行並びに希望退職者募集の決議がなされている。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

   
  

事務所名 仲井公認会計士事務所

公認会計士 仲  井  良  治  ㊞

事務所名 松下公認会計士事務所

公認会計士 松  下  素  久  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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